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人口動態が与える消費行動からの変化



可処分所得の減少（経済停滞、高齢化の
人口動態による）→消費者行動変化人口動態による）→消費者行動変化

人口数と構造の変化マクロ経済に多様なイン
パクトを持つ。
人口減少→基礎的支出（食料品、光熱、水
道、家賃、日用品など固定的支出）の縮小
高齢化と可処分所得の減少 選択的支出高齢化と可処分所得の減少→選択的支出
（車、旅行、外食、教育）の縮小



世代別２１００人のアンケート調査世代別２１００人のアンケ ト調査





消費行動変化 需要

少子高齢化による消費行動の変化につ少子高齢化による消費行動の変化につ
いて分かれる意見。

＜消費（需要）が縮小 ＜消費が拡大していくという見方＞ ＜消費（需要）が縮小
していくという見方＞

 ・人口減少に伴い消費

＜消費が拡大していくという見方＞
・貯蓄率の減少は消費性向の高まり
・団塊世代が退職し貯蓄を取り崩してい

くことから、短期的には消は拡大し
ていく ・人口減少に伴い消費

者の数も減少してい
く。先に述べた基礎的

ていく。
・年齢構造別に支出に占める基礎的支

出・選択的支出の割合を見ると高齢
者層ほど選択的支出の割合が高い。
基礎的支出の縮小はやむを得ないく。先に述べた基礎的

支出はある程度固定的
で、消費者の増減がス

基礎的支出の縮小はやむを得ない
が、高齢者層の求める新商品・サー
ビスを提供していくことで彼らの選
択的支出は拡大できる。

・今後の労働力不足への対策として高齢
トレートに需要の増減
に結びつきやすく、今
後消費全体が縮小して

今後の労働力不足 の対策として高齢
者の就業対策が進められていく中
で、高齢者層の所得水準の上昇が期
待できる。ライフサイクル仮説に
則って考えると高齢者層の所得増加
は消費増加に繋がりやすい後消費全体が縮小して

いく。
は消費増加に繋がりやすい。



家計年間消費支出額の推移家計年間消費支出額の推移
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仮定１ 消費が縮小に向かう仮定１ 消費が縮小に向かう

製造業の日本依存度が低下する可能性が高製造業の日本依存度が低下する可能性が高
い。このため日本からの対外直接投資
（FDI）が増加する。（FDI）が増加する。

そして企業は次の市場に向けて動き出す。
結果海外からの投資 国内投資が減る 経済結果海外からの投資、国内投資が減る→経済
停滞を招く→所得水準低下

現象をど 防ぐ かが課題 あこの現象をどう防ぐのかが課題である。



世界の成長スポットでの企業活動世界の成長スポットでの企業活動

 「東アジア共同体」（日、韓、中国）のスキームでは、
2020年頃に成長の限界を迎えるだろう。「東アジア」から
視野を広げ、南アジアまで（「汎アジア共同体」)拡張する
必要がある。それは①団塊世代の所得ピークは ベトナム必要がある。それは①団塊世代の所得ピ クは、ベトナム
（2020~30年）、フィリピン（2033~47年）、インドネシ
ア（2035~45年）、インド（2035~45年）であること。②
これらの国々では「人口ボ ナス も2025 45年頃まで続これらの国々では「人口ボーナス」も2025~45年頃まで続
くので成長余力があること。つまり、日本経済と日本企業
は、2015~30年頃までは中国の成長余力に期待できるだろ
うが、それ以降は、東アジア3国（日韓中）の企業は、東南
アジア諸国、南アジア諸国（インド、パキスタン、バング
ラディシュ、イラン）、中近東諸国の成長ポテンシャルにラディシュ、イラン）、中近東諸国の成長ポテンシャルに
頼らなければならないだろう。巨大な団塊世代を持つ国々
こそ次の「世界の成長スポット」である。



産業空洞化と資本ストック減少産業空洞化と資本ストック減少

国内の消費の冷え込みに伴い、企業の貯蓄が国内 消費 冷 込 伴 、 業 貯蓄
減り、給与所得に影響が出るうえ、投資先が
東、南アジアに向けられる。

ポイントは、完成品の海外現地生産の増加と
ともに、部品や設備などの輸出が増加したた
め海外直接投資 低付加価値品 生産が徐々め海外直接投資で低付加価値品の生産が徐々
に海外生産に切り替えられたが、高付加価値
品については国内で生産され その輸出額も品については国内で生産され、その輸出額も
増加した。



どの産業を生かすのか？どの産業を生かすのか？
 人口動態の変化、とくに少子高齢化は、消費の構造に深刻な影響

を及ぼす 例えば スナック菓子の需要構造を見てみよう 平成を及ぼす。例えば、スナック菓子の需要構造を見てみよう。平成
16年のピークは40~49歳にあったが、この年齢層がカロリーを摂
る14歳前後の子供を持っていたからである。50歳以降の消費
は、この年代層の半分以下に激減する（図表1-2）。少子高齢化
する日本 なか ナ ク菓子メ カ が生き残ろうとするなする日本のなかで、スナック菓子メーカーが生き残ろうとするな
ら「人口ボーナス」が享受できるアジア諸国の市場に参入する以
外に方法がない。同様なことは、家電製品、自動車、新築住宅の
ような耐久消費財でも起こる。他方、先進国では、省エネ、安ような耐久消費財でも起こる。他方、先進国では、省エネ、安
全・セキュリティー、医療介護、医薬やバイオケミカル、地球環
境科学などが伸びてくる。

 省エネ、安全・セキュリティー、医療介護、バイオサイエンス、
地球環境科学(低炭素社会の実現)などは、やがて高齢化するアジ
ア諸国にとって不可欠な基礎技術となる。



仮定２ 消費はそこまで冷え込まない仮定２ 消費はそこまで冷え込まない
・貯蓄率の減少は消費性向の高まり
・団塊世代が退職し貯蓄を取り崩していくことから、短団塊世代 退職 貯蓄 取り崩 、短
期的には消費は拡大していく。

・年齢構造別に支出に占める基礎的支出・選択的支出の
割合を見ると高齢者層ほど選択的支出の割合が高い。割合を見 高齢者層ほ 選択的支出の割合が高い。
基礎的支出の縮小はやむを得ないが、高齢者層の求め
る新商品・サービスを提供していくことで彼らの選択
的支出は拡大できる。

・今後の労働力不足への対策として高齢者の就業対策が
進められていく中で、高齢者層の所得水準の上昇が期
待できる。ライフサイクル仮説に則って考えると高齢
者層 所得増加 消費増加 繋が や者層の所得増加は消費増加に繋がりやすい。

＊若年層については雇用環境の変動による所得の増減で
選択的支出が大きく動く傾向にあるので、今後の経済
成 所得水準 続 若年 消費成長と所得水準の上昇が続くかどうかが若年層の消費
需要動向を大きく左右するだろう。





各年齢層別の消費支出額への寄与度各年齢層別の消費支出額への寄与度

・60歳以上の高齢者世帯による個人消費の押上げ寄与は
非常に大きい。

・35～59歳の世帯は、通常は個人消費に対する寄与が小
さく、プラス、マイナスのどちらにも振れやすい。、プ 、 ナ 振 す

・34歳以下の若年世帯は、ほぼ一貫して個人消費を押し
下げる方向に寄与している下げる方向に寄与している。





無職世帯が 貫して大きく消費性向の押し上げに寄与している・無職世帯が一貫して大きく消費性向の押し上げに寄与している。

・60歳以上の勤労者世帯も、寄与度はそれほど大きくないが、消費性向の
上昇要因となっている。上昇要因とな ている。

・無職世帯の約95％は60歳以上であることから、無職世帯と60歳以上の
勤労者世帯の合計を「高齢者世帯」とすれば、2000年代前半を除い
て これらの世帯の増加（及び消費性向の上昇）が全体の消費性向の上て、これらの世帯の増加（及び消費性向の上昇）が全体の消費性向の上
昇の大部分を説明するといえよう。
その他の年齢階層（30歳代未満～50歳代）については、時期によっ

てプラス寄与、マイナス寄与のいずれの場合もあり。



＜今後の個人消費の見通し＞

・個人消費の今後の動向を考える上でのポイントの一つは、やはり
雇用・所得環境であろう。

企業の人件費抑制姿勢には今後も大きな変化はないと見られる
が ここに来て非正規雇用者の増加幅が減少するが、ここに来て非正規雇用者の増加幅が減少する。

一方で、正規雇用の減少幅が急速に縮小しほぼゼロ近辺での動
きとなっており、大企業を中心に企業の雇用調整がある程度進、 業 中 業 雇 調 程
展したことを窺わせる。

企業業績の回復傾向に当面大きな変化がなければ、正規雇用
減 非正規雇用増による現金給与の減少に歯止めがかかる可能減・非正規雇用増による現金給与の減少に歯止めがかかる可能
性もあり、所得環境の改善を通じて、現状高齢者層及び若年者
層に偏っている消費にも広がりが出てくることも考えられる。



企業の高付加価値の追求企業の高付加価値の追求
 高齢者層については、当面消費態度が大きく変化することは考えに

くく、今後高齢化が一段と進展していく中で、構造的にも消費を下
支えする役割が引き続き期待できるだろう。支えする役割が引き続き期待できるだろう。

 税・社会保障負担の増加は懸念材料だが、総じて消費への影響は限
定的なものにとどまる可能性が高く、個人消費の腰を折るほどのイ
ンパクトになるとは考えにくい。したがって、個人消費は、当面底
堅い推移が続くものと考えられる堅い推移が続くものと考えられる。

 日本では高齢者世帯を中心に十分な消費余力を有しており、あらゆ
る分野にわたって潜在的な消費ニーズが存在するといっても過言で
はない。デジタル家電等の普及状況などはその典型的な例で、新た
な商品 サ ビスを提供し 消費者がその費用対効果を認めればな商品・サービスを提供し、消費者がその費用対効果を認めれば、
多少高額な商品であろうと瞬く間に普及していく。

 一方で、既存の商品に関しては既に飽和状態ともいえる状況下にあ
り、これまでと同じような商品やサービスを提供していては、消費
者か 見向きもさ な たが 全体 消費 緩やか者から見向きもされない。したがって、全体としては消費の緩やか
な拡大が続く中にあっても、各企業の努力次第で業績には大きな格
差がでてしまうことになる。年齢階層のアプローチは一つの例に過
ぎないが、各企業にとっては、顧客のセグメントを的確に行い、各
セグメ ト毎に顧客 ズをし かりと把握し れぞれに魅力セグメント毎に顧客のニーズをしっかりと把握し、それぞれに魅力
的な商品・サービスを提供していくことで、潜在的な消費ニーズを
顕在化させていくことが、今後益々重要となってこよう。



縮小した需要によって投資が縮小するの
かか。
・消費需要が減少することで企業側が生産能消費需要 減少す 業側 産能
力を拡大する誘因が薄れ、設備投資は鈍る。

・さらに、消費拡大傾向である、高齢者層の、消費拡 傾向 あ 、高齢者層
消費行動の特徴として、選択的支出の中でも
旅行やサービス財への需要が高いことが挙げ
ら 般的にサ ビ 財 大規模な投資られる。一般的にサービス財は大規模な投資
が必要ないため、消費の活発な高齢者層が増
加していくことで消費需要が増大したとして加していくことで消費需要が増大したとして
も投資は伸びない可能性がある。



日本経済に求める理想論日本経済に求める理想論

需要拡大→投資拡大需要拡大→投資拡大
経済成長のためには資本ストックの拡大が必
要 つまり需要拡大を投資拡大へ繋げること要。つまり需要拡大を投資拡大へ繋げること
が必要。今後の課題としては、潜在的な消費
ニーズの開拓と新商品・サービスの開発・供ニ ズの開拓と新商品 サ ビスの開発 供
給システムの整備を進め、需要と投資の縮小
を防ぐ事が重要を防ぐ事が重要。



経済産業省の狙い
「新成長戦略 の実現に向けた重点配分「新成長戦略」の実現に向けた重点配分

．｢国際競争を勝ち抜く事業活動の拠点としての飛躍的な魅
力向上｣と｢新たに成長を主導する戦略分野力向上｣と｢新たに成長を主導する戦略分野」

 一般会計（エネルギー対策特別会計繰入分除く）は３，
５０６億円、平成２２年度予備費および補正予算による
措置を含めると合計８ ０１６億円（平成２２年度当初措置を含めると合計８，０１６億円（平成２２年度当初
予算比で３，９０６億円増（９５％増））

 エネルギー対策特別会計は、７，３５６億円（平成２２
年度当初予算比で４１８億円増（６％増）） このう年度当初予算比で４１８億円増（６％増））。このう
ち、エネルギー需給勘定は、５，４１９億円で、対前年
比５３３億円増となっている。これは、地球温暖化対策
（エネルギー起源ＣＯ２排出抑制対策）を中長期的に強（エネルギー起源ＣＯ２排出抑制対策）を中長期的に強
化していく観点から、平成２３年度から導入される「地
球温暖化対策のための税」による増収見込額（約３５０
億円）を大幅に上回る増額となっている。億円）を大幅に上回る増額となっている。



低炭素関連産業の国内立地の推進低炭素関連産業の国内立地の推進

 低炭素関連産業の基盤を国内に構築（国外流出を防
止）し 国内設備投資の拡大 国内雇用の創出 地止）し、国内設備投資の拡大、国内雇用の創出、地
域経済活性化等につなげていく。革新的低炭素技術
集約産業の国内立地の推進

（省エネ・省CO2加速化に向けたグリーンイノベーショ
ン拠点強化）７１．４億円（新規）

 （成果目標）
 ２０２０年までに、低炭素産業及び関連部材産業で
の国内投資を促すことにより リチウムイオン電池の国内投資を促すことにより、リチウムイオン電池
等の分野で９兆円の市場を創出し、合計４９万人の
雇用創出効果を見込む。



環境・エネルギー分野における技術開発の重
点化 加速化点化・加速化

 次世代高性能太陽光パネル、次世代自動車、家
電等 ネルギ 効率を向上させる研究開発電等のエネルギー効率を向上させる研究開発・
実証事業等への支援を加速化させることによ
り、グリーンイノベーションによる経済成長、り、グリ ンイノベ ションによる経済成長、
雇用創出、グローバル市場の獲得につなげる。

 国境を越えて優秀な人材や資金を集め、最先端
の研究と人材育成を行う世界的な産学官連携研の研究と人材育成を行う世界的な産学官連携研
究センターを整備し、関連産業・雇用を創出す
る。。

 太陽光発電システム次世代高性能技術の開発４
０．８億円（新規）



国内で活発に投資されている産業１国内で活発に投資されている産業１

 □低炭素社会を実現する超低電力デバイスプロ
ジェクト

 【５３．５億円】（新規）
 低炭素社会を実現する超軽量・高強度革新的融
合材料プロジェクト

 【２７．４億円】（新規）
 次世代印刷エレクトロニクス材料・プロセス基
盤技術開発盤技術開発

 【２３．７億円】（新規）



革新型蓄電池先端科学基礎研究事業革新型蓄電池先端科学基礎研究事業
（３０．０億円）新規

次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発次世代蓄電システム実用化戦略的技術開発
（次世代自動車用高性能蓄電システム技術開
発）（２４ ８億円）新規発）（２４．８億円）新規
次世代エネルギー・社会システム実証事業

億円 新規 次世代 ネルギ 技１４９．２億円（新規）次世代エネルギー技
術実証事業３２．０億円（新規）



国際エネルギー消費効率化等技術・システム国際エネルギ 消費効率化等技術 システム
実証事業１９０．０億円（新規）

 探鉱・資産買収等出資事業出資金 探鉱 資産買収等出資事業出資金
１００．４億円
国内石油天然ガス基礎調査委託費国内石油天然ガス基礎調査委託費
１３３．９億円
希小金属 レ 等 代替 削減技術希小金属（レアアース等）の代替・削減技術
開発 １２．４億円


